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第１章 改訂の趣旨・将来ビジョンの性格 

１ 改訂の趣旨 

 本県は、2008（平成20）年に県民の皆様とともに10年後の目指す姿を示した「鳥取県の将

来ビジョン」を策定し、先進的な子育て支援や医療・福祉の充実、移住定住や観光誘客、企

業立地や県産品のブランド化などに取り組み、大きな成果を残してきました。 

 

これからの10年間は、様々な分野でＡＩ（人工知能）やロボットなどの先端技術を活用し

た自動運転自動車やドローン宅配1、リモート医療2や介護ロボット3など利便性の高いものが、

より身近なものになっていくことが予想されます。 

 

また、新型コロナウイルス感染症（ＣＯＶＩＤ－１９）4の感染拡大により、密閉、密集、

密接を避けた日常生活の定着のみならず、感染リスクを避けた地方都市でのリモートワーク5

の拡大や非接触型ビジネスの急速な普及、サプライチェーン6の国内回帰など、私たちを取り

巻く社会は今後大きく変容していきます。 

 

本県においても、感染症の拡大防止と経済活動の両立を図るとともに、これらの社会の変

容に的確に対応しながら、先端技術で代替できない豊かな自然や人々の絆などの変わらない

強みを活かして、人口減少や少子高齢化、中山間地域の活性化などに引き続き着実に取り組

んでいく必要があります。 

 

このため、このたび将来ビジョンを改訂することとし、2008（平成20）年に策定した将来

ビジョンの基本的な考え方を引き継ぐとともに、新たな時代の流れと社会の変化を踏まえた

将来の姿を盛り込むこととしました。 

 

                         
1 小型の無人飛行機（ドローン）を用いた商品宅配サービス。 
2 通信技術を活用した健康増進、医療、介護に資する行為をいう。遠隔医療ともいう。 
3 情報を感知（センサー系）、判断し（知能・制御系）、動作する（駆動系）ロボット技術が応用され利用者の自立支援や介護者の負担の

軽減に役立つ介護機器のこと。 
4 コロナウイルス科ベータコロナウイルス属の新型コロナウイルスによる急性呼吸器症候群。家族間、医療機関などをはじめとするヒト

－ヒト感染が報告されている。2019（令和元）年12月より中華人民共和国湖北省武漢市を中心として発生がみられており、世界的に感

染地域が拡大している。臨床的な特徴としては、潜伏期間は１～14日である。主な症状は、発熱、咳、全身倦怠感等の感冒様症状であ

り、頭痛、下痢、結膜炎、嗅覚障害、味覚障害等を呈する場合もある。一部のものは、主に５～14日間で呼吸困難等の症状を呈し、胸

部X線写真、胸部CTなどで肺炎像が明らかとなる。高齢者及び基礎疾患を持つものにおいては重症化するリスクが一定程度あると考え

られている。 
5 所属オフィスから離れたところに居ながら、通信ネットワークを活用することにより、あたかも所属オフィス内で勤務しているような

作業環境にある勤務形態のこと。具体的には、「在宅勤務」「サテライトオフィス勤務」「モバイルワーク」といった形態がある。 
6 個々の企業の役割分担にかかわらず、原料の段階から製品やサービスが消費者の手に届くまでの全プロセスの繋がりのこと。 
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２ 将来ビジョンの性格 

○ 将来ビジョンは、次のような性格を持つものです。 

・鳥取県の将来の姿を県民の皆様と共有し、今後の県政運営の基本となるもの。 

・県民、ＮＰＯ、団体、企業、教育機関、行政などの様々な主体と協働・連携して地域の持 

続可能な発展を実現していくための共通の指針となるもの。 

・毎年度の予算編成時に具体の施策・個別の事業を県民の皆様とともに進めていくための指

針となるもの。 

 

○ 2020（令和２）年３月にＳＤＧｓの理念を盛り込み策定した「鳥取県令和新時代創生戦略」
7との整合を図るとともに、具体的な施策を示した同戦略の重要業績評価指標（ＫＰＩ）8を

指標として活用します。なお、同戦略は2024（令和６）年度までの計画であるため、計画期

間終了後に指標の見直しを行うこととします。 

 

○ 具体的な取組、施策については「鳥取県令和新時代創生戦略」、「令和新時代とっとり環境

イニシアティブプラン」9のほか、各分野における各種計画により推進します。 

 

○ 将来ビジョン改訂時に想定していた社会変化の進展速度や将来の姿の実現度などの状況に

応じ、柔軟に追加、修正を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1 将来ビジョンと各計画の関係図 

３ 対象とする期間 

○ 概ね10年後（2030年）における鳥取県の将来の姿について記載しています。 

 

                         
7 本県の第２期の地方創生総合戦略であり、2020（令和２）年３月30日付けで策定。計画期間は令和２年度から令和６年度までの５年

間。 
8 「Key Performance Indicator」の略。組織の目標を達成するための重要な業績評価の指標を意味し、達成状況を定点観測することで、

目標達成に向けた組織のパフォーマンスの動向を把握できるようになる。 
9 2030（令和12）年度を目標年度とする本県の環境保全や創造に関する施策等の総合的な推進に向けた計画（環境基本計画）。「鳥取県環

境の保全および創造に関する基本条例」第9条の規定に基づく計画（環境基本計画）として位置付け、環境保全および創造を計画的に推

進するための「目標」、「施策の方向」を示す。また、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく「地方公共団体実行計画（区域施策編）」、

鳥取県地球温暖化対策条例に基づく対策計画及び気候変動適応法に基づく「地域気候変動適応計画」としても位置づける。 
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第２章 時代の流れと社会の変化 

１ 新型コロナウイルス感染症拡大後の社会変化 

  ○ 世界情勢・全国の状況 

2020（令和２）年９月末までに、世界中の約3,300万人が新型コロナウイルスに感染し、

死亡者は約100万人に上ります。 

 

また、新型コロナウイルス感染症を封じ込めるために世界各国が行った都市封鎖などの経

済活動の停止措置は、世界中の人々の生活や経済活動に非常に深刻な影響を与えています。 

 

日本でも、2020（令和２）年９月末までに約８万３千人が感染し、死亡者は約1.6千人

に上っています。同年４月からの１か月半にわたる政府による緊急事態宣言の下で、多くの

社会経済活動が停止したことの影響は深刻なものとなり、その後、経済活動は徐々に再開さ

れていますが、いまだ感染拡大の終息には至らず、日本経済は戦後最大の危機に直面してい

るといわれています。また、グローバル化に伴い、人や物が国家や地域を越えて移動するた

め、新型コロナウイルス感染症だけでなく、新たな感染症のリスクにさらされています。 

 

一方で、新型コロナウイルスの感染拡大防止と経済活動の両立のため、密閉、密集、密

接を避ける日常生活や働き方が求められる中で、ＩＣＴ10を活用したテレワーク11、オンライ

ン会議、オンライン授業などの取組が急速に普及しています。また、ドライブスルーやデリ

バリーなどの非接触型の事業形態の需要が拡大したことから、これに対応した新しいビジネ

スが生まれており、今後もニューノーマル12型ビジネスが成長すると考えられます。 

 

 また、人口が密集する都市部での感染リスクが高いことを背景に、安全・安心を求めた地

方への移住希望、企業ＢＣＰ13の観点からサプライチェーンの国内回帰や地方都市への機能

移転、地方型サテライトオフィス14の開設などの動きの高まりがみられます。 

  

                         
10 「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で、通信技術を活用したコミュニケーションを指す。 
11 所属オフィスから離れたところに居ながら、通信ネットワークを活用することにより、あたかも所属オフィス内で勤務しているような

作業環境にある勤務形態のこと。具体的には、「在宅勤務」「サテライトオフィス勤務」「モバイルワーク」といった形態がある。リモー

トワークと同義。 
12 新たな状態や常識を指す用語で、構造的な変化が避けられない状態を指す。世界経済はリーマンショックから立ち直っても、もとの姿

には戻れないとの見解から生まれた言葉。アメリカのエコノミストであるモハメド・エラリアン氏によって提唱された。新型コロナウイ

ルス感染拡大防止措置が講じられたことで、世界経済は深刻なダメージを受け、経済復興までにも時間がかかると見られているが、たと

え復興したとしても、コロナショック前の状態には戻れないということから使われるようになった。 
13 「Business Continuity Plan」の略。企業が自然災害、大火災、テロ攻撃などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損害を

最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行うべき活動や緊急時における事業継続の

ための方法、手段などを取り決めておく計画（事業継続計画）。 
14企業または団体の本拠から離れた場所に設置されたオフィスのこと。本拠を中心としてみた時に衛星（サテライト）のように存在する

オフィスとの意から命名された。 
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○ 鳥取県の状況 

     新型コロナウイルスの感染者数は全国最少レベルであり、感染者が発生しても早期の徹

底したＰＣＲ検査等により封じ込めに成功しています。しかしながら、緊急事態宣言下の

外出や営業の自粛等により、観光・宿泊業、飲食業への影響は深刻であり、その後、製造

業等へも拡大し、県内経済も大きなダメージを受けています。 

     

 その一方、本県においても、テイクアウトやオンライン会議、家庭でのオンライン学習

など、非接触型の新たな生活様式が広まりました。 

緊急事態宣言の解除後には、感染拡大防止と経済活動の両立を図るため、2020(令和２)

年６月に「鳥取県民コロナに打ち克つ行動宣言」を行い、県民みんなで感染予防を取り入

れた生活をすることや事業活動における感染予防対策の徹底を呼び掛けています。 

 

ウィズコロナの時代においては、感染症の拡大防止と経済活動の両立を図るとともに、

本県の強みを活かし、都市部からの企業の移転や移住定住の促進、関係人口の拡大に向け

た取組を加速し、本県の活性化につなげることが重要となっています。 
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２ ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals、持続可能な開発目標） 

  ○ 世界情勢・全国の状況 

ＳＤＧｓは2015（平成27）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された、「誰

一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会を目指す国際目標です。この目

標には、2030（令和12）年の目指す姿が示されており、17のゴール、169のターゲットか

ら構成されています。 

そして、先進国、開発途上国に関わらず、世界全体の経済、社会及び環境の三側面を不

可分なものとして調和させる取組として推進されています。 

 

日本では、政府が2016（平成28）年に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実施方針」

を策定し、優先課題８分野を設定して取組が開始されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジェンダ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2 ８つの優先課題と具体的政策 

【出典】 持続可能な開発目標（SDGs）推進本部会合（第２回）資料 

ＳＤＧｓのゴール 

８つの優先課題と具体的政策 
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○ 鳥取県の状況 

    本県では、2020（令和２）年４月に「鳥取県ＳＤＧｓ推進本部」を立ち上げ、オール鳥取

県で持続可能な地域社会の実現に向けて取り組むことを宣言しました。 

    また、官民連携の「とっとりＳＤＧｓネットワーク」を中心として、県民をはじめ市町村、

企業、ＮＰＯなどとのパートナーシップにより、県内におけるＳＤＧｓの取組の活性化をス

タートさせました。ローカル指標15 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ デジタル技術の飛躍的進化による変革、Society5.0 の推進 

  ○ 世界情勢・全国の状況 

     2010年代に入り、世界では、ＩｏＴ16やビッグデータ17、ＡＩ、ロボットなどに代表され

る第４次産業革命と呼ばれる産業・技術革新が進展してきました。 

   

   日本では、2016（平成28）年 6 月に閣議決定された「日本再興戦略 2016」などにおい

て、第４次産業革命が成長戦略の中核として掲げられました。そして、「第5期科学技術

基本計画」において、未来の産業創造と社会変革に向けた新たな価値創出のため、世界に

先駆けた「超スマート社会」の実現として『Society5.0』18が提唱され、「サイバー空間（仮

想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と

社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」を目指すことが示されました。 

 

                         
15 自治体レベルでのＳＤＧｓの取組の進捗管理のための指標。国レベルの視点で提示される全国共有の指標（共通指標）と自治体独自の

立場や目標を評価することのできる指標（独自指標）がある。 
16 「Internet of Things」の略。従来インターネットに接続されていなかった様々なモノ（センサー機器、駆動装置（アクチュエーター）、

建物、車、電子機器など）が、ネットワークを通じてサーバーやクラウドサービスに接続され、相互に情報交換をする仕組み。 
17 従来のデータベース管理システムなどでは記録や保管、解析が難しいような巨大なデータ群を指す。多くの場合、ビッグデータとは単

に量が多いだけでなく、様々な種類・形式が含まれる非構造化データ・非定型的データであり、さらに、日々膨大に生成・記録される時

系列性・リアルタイム性のあるようなものを指すことが多い。 
18 狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、新たな社会を指す

もので、第５期科学技術基本計画において我が国が目指すべき未来社会の姿として初めて提唱された。サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）を

いう。 

とっとりＳＤＧｓ宣言 

 持続可能な地域社会づくりのためにＳＤＧｓの普及啓発を図り、本県ならではのパートナ

ーシップを活かしたＳＤＧｓ推進に取り組みます。 
 県の各種計画へＳＤＧｓの視点を反映するとともに、経済・社会・環境の三側面を統合し

た取組を推進します。 

 ＳＤＧｓ推進のための具体的な目標及びローカル指標 15を設定するとともに、 

県民と共有し、毎年、取組の効果検証を行います。 
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  ○ 鳥取県の状況 

   ＣＡＴＶ19網や鳥取情報ハイウェイ20などの情報通信網の整備により、2019（平成31）年

３月末の固定系超高速ブロードバンド回線21の利用可能世帯整備率は 99.9％となっており、

県内全域での情報通信基盤が充実しています。（平成30年度末ブロードバンド基盤整備率

調査結果、（総務省 2020（令和２）年５月公表） 

また、2020（令和２）年１月に、「鳥取県Society5.0推進本部」を立ち上げるとともに、

同年８月に「鳥取県Society5.0アドバイザー」を任命するなど、地域の活性化に向け、

官民が連携して本県の実情にあった『鳥取県版Society5.0』の実現を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                         
19 ケーブルを用いて行う有線放送の内、有線ラジオ放送以外のもので、これを中心としてインターネット接続や電話（固定電話）なども

含む複合的なサービスを指す。テレビ塔や通信衛星などから送られてくるテレビ電波を受信し、ケーブルを通じて家庭や事務所など、一

般のテレビ受像機まで映像を届ける有線放送サービスのこと。 
20 回線利用料が無料で利用可能な光ファイバによる高速大容量通信ネットワークサービス。行政機関だけでなく、民間企業や各種団体も

利用可能で、光ファイバの全延長の約80％が地中化され災害に強い。 
21 FTTH（「Fiber To The Home」の略。各家庭まで光ファイバケーブルを敷設することにより超高速インターネットアクセスが可能となる

システム）、CATVインターネット及びFWA（「Fixed Wireless Access」の略。加入者系無線アクセスシステム）。 

図 3 地方における５Ｇ活用による課題解決 

【出典】総務省「令和元年版情報通信白書 概要」 
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４ 人口減少・少子高齢化の進行 

  ○ 全国の状況 

 戦後一貫して増加してきた日本の総人口は、2008（平成20）年の1億2,808万人をピー

クに、2011（平成23）年以降、継続して減少しています。2019（令和元）年の推計では、

総人口は1億2,617万人となっています。国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人

研」という。）の将来人口推計（2017（平成29）年推計）によると、死亡数増と出生数減

の傾向が続くことで、人口減少は継続し、2040（令和22）年には、日本の総人口は1億１

千万人余りになるとされています。 

 

合計特殊出生率（15～49歳の女子の年齢別出生率の合計）は、1975（昭和50）年に2.0

を下回ってから低下傾向となり、2005（平成17）年に過去最低の1.26まで落ち込みました

が、その後は微増傾向で、2019（令和元）年は1.36となりました。「令和元年版 少子化社

会対策白書」（厚生労働省）によると、近年の微増の傾向は、晩婚化を背景に、30～40歳代

女性の出生率の上昇を反映したものであるとされています。 

 

老年人口（65歳以上）は、2040（令和22）年頃にピークを迎え、その後減少します。

その一方、老年人口割合（高齢化率）は2030（令和12）年に31.2％となり、2040（令和

22）年には35.3％まで上昇します。（社人研、将来人口推計（2017（平成29）年推計） 

 

また、地方から東京圏への人口集中が継続して見られ、東京一極集中の是正と多核分散

型国家の実現が地方行政にとっての大きな課題となっていますが、新型コロナウイルス感

染症の拡大によりこの課題の解決はさらに重要度を増しています。 

  

  ○ 鳥取県の状況 

全国に先駆けた様々な子育て支援策が功を奏し、合計特殊出生率は2008（平成20）年

の1.43から上昇が続き、2019（令和元）年は全国平均の1.36を上回る1.63となるなど

回復傾向にあります。 

さらに、市町村と連携した移住定住の促進策などにより、移住者数は急増し、2016（平

成28）年以降、毎年２千人以上のＩＪＵターンを受け入れています。しかし、死亡数が出

生数を上回る自然減が1999（平成11）年以降継続していることや、近年回復傾向にある

ものの、若者の県外への進学や県外への就職などにより、転出超過に歯止めがかかってい

ません。 

   

  本県の総人口は61万6千人（1985（昭和60）年国勢調査）をピークに減少を続け、2019

（令和元）年の推計人口は55万６千人となっています。現在の状況がそのまま続くと仮

定すると、2030（令和12）年の将来推計人口（社人研、2018（平成30）年推計）は51万

６千人で、老年人口割合は34.9％となります。（図４参照） 
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なお、2040（令和22）年時点における将来推計人口（社人研、2018（平成30）年推計）

は、減少はするものの、近年の出生率の上昇やＩＪＵターンの増加が反映された結果、前

回推計44万１千人（社人研、2013（平成25）年推計）から３万１千人上振れし、47万２

千人となりました。（図５参照） 

老年人口割合は37.4％と前回推計（38.2％）より微減したものの、依然高齢化率は全国

よりも高い水準となっています。 

 

また、高齢化の進展により、要介護者の増加、認知症患者の増加が想定され、持続可能

な介護サービスや地域による支援とともに、介護予防や認知症予防の取組も重要となりま

す。 

 

人口減少社会において、住み慣れた地域で安心して暮らし続け、自然環境や歴史・文化

等の地域の豊かな資源や特性を生かして将来にわたり本県が発展していくためには、現在

の自然減・社会減への同時アプローチを全県的に進め、人口減少に歯止めをかけるととも

に、一定程度の人口が減少しても県内全ての市町村が活力を持ちながら持続していく必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 鳥取県人口の長期推移（年齢区分別） 

【出典】1988年～2019年：統計局「国勢調査」、県統計課「鳥取県の推計人口」 

2025年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018（平成30）年） 
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（参考）国推計の推計条件 

    2013（平成25）年推計 

（前回の国推計） 

2018（平成30）年推計 

（直近の国推計） 

概  要 2010（平成22）年の国勢調査人口を基に、

2010（平成22）年～2040（令和22）年

までの30年間（５年ごと）について、

男女５歳階級別に推計 

2015（平成27）年の国勢調査人口を基に、

2015（平成27）年～2045（令和27）年

までの30年間（５年ごと）について、

男女５歳階級別に推計 

基準人口 2010年10月１日現在 

（2010年国勢調査人口） 

2015年10月１日現在 

（2015年国勢調査人口） 

合計特殊 

出 生 率 

2010年1.57が2025年には1.48となり、

その後一定 

2025年までは1.62、その後微増し2035

年以降はほぼ1.64を維持 

移動率 2005～2010年の社会移動（県外への転出

入）が今後10年かけて半減 

2010～2015年の社会移動（県外への転出

入）が今後も同じ規模で続く 

 

図 5 鳥取県の総人口推計 
【出典】国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（2018（平成30）年）をもとに鳥取県が作成 

+3.1 万人 

（年） 

（単位：千人） 
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５ 地球温暖化と気候変動の状況、自然災害のリスクの高まり 

  ○ 世界情勢・全国の状況 

     地球規模の温暖化、異常気象や生態系の変化等の顕在化を背景に、2015（平成27）年に

気候変動枠組条約第21回締約国会議（ＣＯＰ21）22において、「パリ協定」23が採択されま

した。その中で、産業革命前と比較して平均気温上昇の幅を２℃未満とすることなどを目

標として、すべての国連加盟国が温室効果ガスの削減に取り組むことを約束しました。 

  

    これを受け政府は、2030（令和12）年度の温室効果ガスの排出を2013（平成25）年度

比26.0％削減、2050（令和32）年まで80％削減を決定し、達成に向けて取り組んでいま

す。 

 

また、地球温暖化の進行により、気候変動に伴う様々なリスクが世界的に高まっていく

と予測されています。日本でも、猛暑や豪雨によるリスクなどがさらに高まっていくと予

測されています。 

 

一方、気候変動のほかにも、太平洋沖の南海トラフ沿いを震源域とする南海トラフ地震

が、今後30年以内に70～80％の確率で発生することが予測されています。政府の中央防

災会議が実施した被害想定によると、静岡県から宮崎県にかけての一部では震度７クラス

の地震が発生する可能性があるほか、それに隣接する周辺の広い地域では震度６弱から６

強の強い揺れが発生すると想定されています。また、関東地方から九州地方にかけての太

平洋沿岸の広い地域に10ｍを超える大津波が襲来することも想定されています。 

 

  ○ 鳥取県の状況 

     2018（平成30）年度に2013（平成25）年比約15％削減に相当する温室効果ガス排出目

標を達成するために、各分野での取組を実施してきましたが、温室効果ガス排出量につい

ては、全体排出量は減少傾向にあるものの、厳しい暑さや寒さからエネルギー使用量が増

加し、目標を達成できませんでした。そのため、より一層の温室効果ガスの排出抑制対策

を行う必要があります。 

 

2020（令和２）年３月に「令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン」を策定し、

2030（令和12）年の温室効果ガスの排出量を2013（平成25）年度比40％減、2050（令和

32）年には二酸化炭素排出実質ゼロ24を目指す意欲的な目標を設定し、温室効果ガスの排出

                         
22 2015年11～12月、フランスのパリで開催され、歴史上はじめてすべての国が温室効果ガス削減への取り組みを約束する「パリ協定」

が採択された。COPとは「Conference of the Parties＝締結国会議」の略称で、ニュースなどで「COP（コップ）」という言葉が用いら

れるときは「気候変動枠組条約締結国会議」を指す。 
23 2015年12月にフランス・パリで開催されたCOP21（国連気候変動枠組条約第21回締約国会議）で、世界約200か国が合意して成立。

1997年に定まった「京都議定書」の後を継ぎ、国際社会全体で温暖化対策を進めていくための礎となる条約で、世界の平均気温上昇を

産業革命前と比較して、2℃より充分低く抑え、1.5℃に抑える努力を追求することを目的としている。 
24 二酸化炭素排出量から吸収源を差し引いたものであり、エネルギー消費等に伴う人為的な排出量から森林による吸収量を差し引いて算

出される。 
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抑制に向けて、環境や暮らしと調和した再生可能エネルギーの利用促進、省エネルギー化

の推進などの取組を進めています。 
 

また、2016（平成28）年10月に発生した鳥取県中部地震や度重なる豪雨・豪雪災害な

ど、相次ぐ自然災害の発生により、災害に強いインフラの整備とともに、地域防災力の充

実・強化に向けた取組が進められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
電気排出係数適用による差25 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 6 鳥取県における温室効果ガス排出量の推移（鳥取県生活環境部作成） 

                         
25表中の「エネルギー起源Co2」には「電気使用によるCo2排出量」が含まれており、これは便宜上、使用電力量×電気排出係数（固定

値）で算出するが、発電方法や発電に使用するエネルギー源の違いにより、電気使用によるCo２排出量は変動するものであり、実際の

「電気使用によるCo2排出量」は環境省・経済産業省から毎年公表される電気排出係数で算出されるため、電気排出係数を適用すること

による差を加えるもの。 

温室効果ガス削減に関する本県の主な目標（「令和新時代とっとり環境イニシアティブプラン」（2020）） 

指 標 名 
現  状 

（2018（平成30）年度） 

目  標 

（2030（令和12）年度） 

温室効果ガスの総排出量（CO2 換算） 

（森林によるCO2 吸収量を差し引いたもの） 

4,133 千トン 

（2013 年比12％減） 

2,827 千トン 

（2013 年比40％減） 

主要電力における再生可能エネルギーの割合 36.8％ 60％ 

4,381 

5,165 

4,087 

3,885 

4,207 

4,696 

4,477 

4,341 4,430 
4,385 

4,133 

4,008 

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

1990 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2018

鳥取県における温室効果ガス排出量の推移 （単位：千tCO2）

基準年度 目標値(暫定値) (暫定値)

￥ ￥

第2期イニシアティブプラン第１期イニシアティブプラン

2013年度
（H25）
基準年度

2014年度
（H26）

2015年度
（H27）

2016年度
（H28）

2017年度
（H29）
※暫定値

2018年度
（H30）
※暫定値

2018年度
（H30）
目標値

エネルギー起源CO2 3,963 3,856 3,861 4,006 4,113 4,036 3,731

非エネルギー起源温室効果ガス 848 806 788 815 788 788 620

再生可能エネルギー導入 ▲ 122 ▲ 130 ▲ 184 ▲ 239 ▲ 301 ▲ 320 ▲ 210

電気排出係数適用による差 579 530 475 467 416 276 545

小　計 5,268 5,062 4,940 5,049 5,016 4,780 4,686

森林による吸収量 ▲ 572 ▲ 585 ▲ 599 ▲ 619 ▲ 631 ▲ 647 ▲ 678

合　計 4,696 4,477 4,341 4,430 4,385 4,133 4,008

2013年度比 - ▲ 4.7% ▲ 7.6% ▲ 5.7% ▲ 6.6% ▲ 12.0% ▲ 14.7%

区分

【第2期とっとり環境イニシアティブプラン】

※暫定値※暫定値

25 
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６ さらなる高速交通網の充実 

  ○ 全国の状況 

    2027（令和９）年の開業を目指し、ＪＲ東海によって、東京・名古屋間のリニア中央新

幹線の整備が進められています。開業後には40分間で品川・名古屋間の移動が可能になり

ます。 

    新東名高速道路、新名神高速道路が2023（令和５）年に全線開通予定で、ダブルネット

ワークによる代替路線の確保と渋滞緩和などの効果が期待されています。 

   

○ 鳥取県の状況 

山陰自動車道（北条道路）が2026（令和８）年度に供用開始される予定であり、これに

より、県内の山陰道が全線開通します。 

このほか、山陰近畿自動車道（岩美道路）、北条湯原道路、江府三次道路（鍵掛峠道路）

等の高速道路網の整備が一層進み、県外からのアクセスや県内移動の利便性が向上します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図 7 高速道路ネットワーク（鳥取県県土整備部作成） 
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第３章 基本理念 

未来への挑戦～持続可能な地域の発展をめざして～ 

本県には、鳥取砂丘をはじめとした山陰海岸ジオパークや、三徳山から大山に至る国立公園など、

美しく豊かな自然とこれを守り継いできた歴史があります。また本県の豊かな自然が多彩な農水産

物を産出するとともに、観光資源としても活用されるなど、本県の大きな強みになっています。 

そして、本県には活発なボランティア活動や支え愛活動など、地域で育まれてきた人と人の絆が

あります。そうした絆で子育て世代を支え、家庭・地域・学校・行政等が連携した全国に誇れる子

育て環境が整っています。さらに、本県には、県内のどこに居住しても通勤・通学時間が短く、家

族との団らんや余暇活動など、自分らしく幸せな時間を過ごせる職住近接型の環境があります。 

これらの強みが、移住先として選ばれ、ＩＪＵターンの増加にもつながっています。 

一方、新型コロナウイルス感染症の世界的な拡大によって社会変革が起こりつつあります。現在、

本県では感染症拡大の防止と経済活動の両立を図りながら、ポストコロナに向け、都市部からの企

業移転や移住定住の促進、関係人口の拡大の取組を加速させ、本県の活性化につなげることを目指

しています。 

また、本県ではＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の取組を推進し、県民、企業、ＮＰＯなどとの

パートナーシップによって経済・社会・環境の統合的な向上や誰一人取り残さない地域づくりに取

り組むとともに、ＡＩやロボットなどの先端技術の積極的活用により、未来の産業創造等による経

済発展や地域課題の解決に取り組むなど、県民の豊かさに繋がるような社会である「Society5.0」

の実現に向けた取組を推進します。 

このように、時代の大転換期を迎える今、県民、ＮＰＯ、団体、企業、教育機関、行政等、地域

に関わる多様な主体の知恵と力を結集して、本県の強みを伸ばし、持続可能な地域の発展をめざし

ます。 
そして、人生のあらゆるステージ（段階）において、豊かな自然・環境と人々の支え合いの中で、

心の豊かさを実感しながら充実した生活を安心して送ることのできる鳥取県を、県民の皆様ととも
に創ります。 
 基本理念に基づき、2030年の姿を次の６つの視点で描きます。 

１ ひらく  地域で・県外で・国外で新時代に向かって扉をひらく                 

（１）時代の変化に応じ新たな需要を獲得できる産業が創出（ニューノーマル型ビジネス等） 

（２）県内企業が持続的成長を実現（デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）26の推進等） 

（３）場所や時間にとらわれない働き方が実現（テレワーク、副業・兼業27、ワーケーション28等） 

（４）農林水産物のブランド確立と多様な担い手が活躍（スマート農林水産業29の推進等） 

（５）国内外の旅行者が増加するとともに、多様な分野の海外交流が発展 

                         
26 データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのもの

や、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。 
27 一般的に、収入を得るために携わる本業以外の仕事を指す。 
28 「ワーク」と「バケーション」から作られた造語。普段働いている職場を離れて、リゾート地などで休暇を取りながら遠隔勤務を行う

こと。 
29 ロボット技術や情報通信技術(ICT)を活用し、省力化・精密化や高品質生産を実現する新たな農林水産業であり、その活用により、作

業における省力・軽労化の推進とともに、新規就業者の確保や栽培技術力の継承等が期待される。 
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２ つなげる  力をつなげ、結集して、持続可能で魅力あふれる地域を創る             
（１）県民、ＮＰＯ、企業、市町村等との協働により持続可能な地域が実現 

（２）移住定住(若者のＩＪＵターン等)や関係人口が増加 

（３）住民が安全・安心に暮らし続けられる中山間地域が形成 

（４）魅力があふれ人が集い、にぎわいのある中心市街地が形成 

（５）国内外との交通ネットワークや物流拠点が充実 

（６）超高速情報通信網が充実し、ＩＣＴの高度活用により産業や生活の質が向上 

３ 守る  豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ                       
（１）新型コロナウイルスなどの新たな感染症に対応する体制が確立 

（２）循環型社会30・低炭素社会31が確立（プラスチックごみ・食品ロスの削減、温室効果ガスの削減等） 

（３）人と自然が共生し、美しく豊かな自然が継承（生物多様性の維持等） 

（４）先端技術を活用した医療、地域支援、健康づくりの実践で健康寿命32が延伸（遠隔医療、フレイル33予防、

認知症予防等） 

（５）地域ぐるみの活動でくらしの安全が確保 

（６）災害に強い県土の形成が進み、防災・危機管理対策が向上 

４ 楽しむ  いきいきと楽しみながら充実した生活を送る                    
（１）豊かな自然、食、文化、歴史、芸術を知り楽しむことができる鳥取 

（２）ワーク・ライフ・バランスが充実し、活力ある生活が実現 

（３）いつでもどこでも誰でもスポーツを楽しめる環境が実現 

（４）誰もが学び、主体的にキャリアアップを図る機会が充実 

５ 支え合う  お互いを認め、尊重して、支え合う                       
（１）多様性を互いに認め、支え合う共生社会 

（２）家庭・地域・職場で心豊かに暮らせる男女共同参画社会 

（３）障がい者・高齢者がいきいきと暮らす地域社会 

（４）ＤＶ、性暴力や児童虐待などの被害者や、支援の必要な方が生活しやすい環境が整備 

６ 育む  次代に向けて、躍動する「ひと」を育む                       
（１）地域や職場との連携などにより、安心して子育てできる環境が進展 

（２）地域でチャレンジする者が増加 

（３）子どもたちの地域への愛着と誇りが醸成（ふるさとキャリア教育34の推進等） 

（４）社会の変化に対応できる力を身につけた人材を育成（主体的・対話的で深い学び35の推進、ＩＣＴ活用教育等） 

                         
30 廃棄物等の発生抑制、循環資源の循環的な利用及び適正な処分が確保されることによって、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が

できる限り低減される社会。 
31 二酸化炭素の排出量が低い水準に抑えられた社会のこと。 
32 ＷＨＯが提唱した新しい指標で、平均寿命から寝たきりや認知症など介護状態の期間を差し引いた期間。 
33 加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能が障害され、心身の

脆弱性が出現した状態（厚生労働省研究班の報告より抜粋）をいい、低栄養やロコモからくる身体的フレイル、意欲・判断力の低下など

の精神的フレイル、地域などからの孤立の社会的フレイルがある。 
34 子どもたちが自立し、自分らしい生き方を実現するとともに、将来にわたりふるさと鳥取に誇りと愛着を持ち、将来の鳥取県を担う人

材を育成していくため、本県の小中高等学校において体系的に推進している教育のこと。 
35 子どもが見通しをもって意欲的に学習に取り組み、友だちとの対話を通して自分の考えを広げ深めるといった学習を通して、より深

い学び、生活の中で活用できる力を身に付けること。2017（平成29）年３月に改訂された新学習指導要領において取り入れられた。 
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本ビジョンにおけるＳＤＧｓ 

 

本ビジョンに示す2030年の姿は、本県において、ＳＤＧｓを達成している姿を

イメージしているものであり、次章では関連する主なＳＤＧｓを記載しています。 

各項目においては、ＳＤＧｓの理念に基づき、経済、社会、環境の三つの側面に

統合的に取り組むとともに、「誰一人取り残さない」地域づくりを、県民一人ひと

りや企業、各種団体など、地域社会に関わる全ての主体が参画しながら推進して

いくため、複数のゴールを関連付けながら、実現に向けて取組を推進していくこ

ととしています。 

図 8 環境、経済、社会を三層構造で示した木の図 

【出典】 環境白書（平成29年版） 
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第４章 2030 年の鳥取県の姿 

１ ひらく 地域で・県外で・国外で新時代に向かって扉をひらく 

（１） 時代の変化に応じた新たな需要を獲得できる産業が創出 

 

 

 

 

・ポストコロナ時代に対応した事業展開として、非対面型ビジネスの取組や感染症対策商品・サー
ビスの開発などニューノーマル型ビジネスの取組が進み、新たな需要を獲得している。 

 
・国内外の生活スタイルや価値観の変化をチャンスととらえた、ベンチャー企業36や新規創業者が
県内に多数誕生し、活躍している。 

 
・立地環境にとらわれることなく、オープンイノベーション37をはじめ、県内外・国内外の企業等
との連携が活発になっている。 

 
・ＩＣＴの活用やグローバル化38の進展に伴い、多くの企業が海外需要を獲得している。 
 
・官民が連携し、ＭａａＳ39や自動運転、遠隔医療・遠隔診断等の地域の課題を解決する先進的な
サービスの開発が進み提供されている。 

 
・本県の安全・安心な環境が選ばれ、本社機能や研究拠点を県内に移転する大都市圏の企業が増加
している。また、部品供給のリスク分散を図るため、県内への立地が進んでいる。 

 
・関係人口40のつながりをベースとして、都市部から県内に拠点を分散させる企業が次々と生まれ
ている。 

 
・日本海沖のメタンハイドレート41の商業化に向けた取り組みが始まり、県内でも研究が進んでい
る。 

                         
36 明確な基準や定義はないが、一般に独自のアイデアや技術をもとにして、新しいサービスやビジネスを展開する企業とされている。 
37 自社内外のイノベーション要素を組み合わせて、イノベーションを起こすまでの過程を効率化するとともに、イノベーションのインパ

クトを最大化する手法のこと。 
38 情報通信技術の進展、交通手段の発達による移動の容易化、市場の国際的な開放等により、人、物材、情報の国際的移動が活性化して、

様々な分野で「国境」の意義があいまいになるとともに、各国が相互に依存し、他国や国際社会の動向を無視できなくなっている現象。 
39 「Mobility as a Service」の略。バス・タクシー・電車など様々な交通手段をICT(情報通信技術)の活用により一つの統合されたサ

ービスとしてとらえる概念、またはその統合されたサービスそのもの。複数の交通手段を統合する「大都市型」や、交通以外の生活サー

ビス等（病院予約、買物支援等）や貨客混載等を統合した「地方郊外・過疎地型」など地域の事情に応じた類型が存在。 
40 移住した「定住人口」や観光に来た「交流人口」ではない、地域や地域の人々と多様に関わる人々のことを指す。 
41 天然ガスの主成分でエネルギー資源である「メタンガス」が水分子と結びつくことでできた、氷状の物質。火を近づけると燃えるため、

「燃える氷」とも呼ばれる。 

 

 

 

関連する主なＳＤＧｓ 
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（２） 県内企業が持続的成長を実現 

 

 

 

 

・ものづくり分野をはじめ、食品産業、観光産業、ＩＴ産業、バイオ・ヘルスケア産業など、幅広
い産業が成長した多軸型産業構造が構築されている。 

 
・分野や規模の大小に関わらず、幅広くＡＩ・ＩｏＴ等の先端技術の活用をはじめとしたデジタル
トランスフォーメーション（ＤＸ）が進み、製品・サービスの付加価値が大きく向上している。 

 
・先端技術を積極的に使いこなしている県内の中小企業の競争力が飛躍的に向上している。 
 
・企業間の連携による受注機会の拡大や研究開発の促進などにより、県内企業の成長力が高まって
いる。 

 
・中小・小規模事業者の事業が次の世代・事業者に引き継がれ、新たな事業展開が生まれている。 
 
・産学官の連携により、新たな産業の需要に対応できる、高度かつ多能的な人材が育成されている。 
 

 

（３） 場所や時間にとらわれない働き方が実現    

 

 

 

 

・テレワークが県内に浸透し、場所や時間にとらわれない多様な働き方が実現している。 
 
・企業の人材確保が大きく変化し、県内企業が都市部の人材を採用することや、反対に県内に在住
しながら都市部の企業で働くことが広く普及している。 

 
・サテライトオフィスやワーケーションなど多様な働き方ができるオフィス施設が県内各地に開設
され、県内外の様々な人が利活用している。 

 
・オンラインを活用した職業訓練などにより、希望する職へ就業できるようになっている。 
 
・一人ひとりの希望や事情に応じてフルタイム勤務にとらわれない働き方（短時間勤務、フレック
ス）や、副業・兼業など、個人の持っている能力・技術を最大限に発揮できる働き方ができるよ
うになっている。 

 

 

関連する主なＳＤＧｓ 

関連する主なＳＤＧｓ 
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（４） 農林水産物のブランド確立と多様な担い手が活躍 

 

 

 

 

 

・清浄な水と空気をはじめとした豊かな自然と先人の努力に育まれた梨やスイカ、和牛、カニさら
には米、らっきょう、イチゴなど、世界に通じるブランド力を持った農林水産物が次々と生まれ、
農林水産業の所得の向上につながっている。 

 
・県オリジナル新品種などの安全・安心で付加価値の高い農林水産物が県内外はもとより、世界に
向けて発信され、輸出が拡大している。 

 
・優れた種雄牛の遺伝資源を保護し、和牛ブランドの産地として世界的に有名になっている。 
 
・無人で作業可能なロボットトラクタ・林業機械等を使えるインフラが整い、ドローンによる農薬
等散布・苗木運搬・森林情報解析など、農林水産業でＡＩ・ＩｏＴの活用が進み、生産性が向上
している。 

 
・農業大学校での実践的な教育の充実やＩＪＵターンの促進、農業普及所等の支援などにより、新
規就業や他産業からの参入が進み、多様な担い手が数多くいきいきと農林水産業に従事している。 

 
・耐久性能が向上したＣＬＴ42や防火性能が向上したＬＶＬ43のほか、県産杉のブランド化が進み、
県産材全体の付加価値が向上することにより、国内外に販路が拡大している。 

 
・つくり育てる漁業と資源管理の推進により、限りある水産資源の安定供給が実現するとともに、
水産物の高付加価値化や漁業所得の向上につながっている。 

 

                         
42 「Cross Laminated Timber」の略。直交集成板。ひき板を繊維方向が直交するように積層接着した木材製品。 
43 「Laminated Veneer Lumber」の略。ロータリーレースやスライサーなどの切削機械で切削された単板（Veneer）の繊維方向（木理）

を、すべて平行にして積層・接着して造られる木材加工製品。 

 

関連する主なＳＤＧｓ 
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（５） 国内外の旅行者が増加するとともに、多様な分野の海外交流が発展  

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 

・本県が「豊かな自然」や「美味しい食」、感染症の拡大防止策を講じた「安全・安心な観光地」と
して評価され、多くの観光客が訪れている。 

 
・多言語表記や翻訳機器整備などの多言語対応やユニバーサルデザイン44が普及し、年齢や障がい
の有無、国籍に関わらず誰もがストレスフリーな観光を満喫している。 

 
・世界に誇る山陰海岸ジオパークや大山、まんがなどの地域資源を活かした観光コンテンツが充実
し、ＡⅠを活用した観光ルートの提案やＳＮＳを使った情報発信により、体験型や長期滞在型観
光の適地として、国内外からの観光客が増加している。 

 
・ＭａａＳなどの交通サービスやキャッシュレス決済の普及等、先端技術を活用した快適な受入れ
環境が整備されている。 

 
・ＩＣＴの活用やインバウンド45対応のできる観光人材が育成され、観光産業が活性化している。 
 
・本県の観光や文化資源が、ＶＲ46・ＡＲ47を利用して世界に向けて発信され、世界中で本県の認知
度が向上している。 

 
・サイクリングやセーリングなど自然を活かしたスポーツが充実し、国内外からの誘客が進んでい
る。 

 
・主要幹線道路や鉄道の整備、空港・港湾の機能向上、国際定期便、チャーター便やクルーズ船の
増加等により、国内外との交流が促進されている。 

 
・北東アジア地域を中心に、文化、スポーツ、経済、観光などの多様な分野で幅広い国際交流が発
展している。 

                         
44 バリアフリーは、障害によりもたらされるバリア（障壁）に対処するとの考え方であるのに対し、ユニバーサルデザインはあらかじめ、

障害の有無、年齢、性別、人種等にかかわらず多様な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方。 
45 インバウンド（Inbound）とは、外国人が訪れてくる旅行のこと。日本へのインバウンドを訪日外国人旅行または訪日旅行という。 
46 「Virtual Reality」の略で、人間の感覚器官に働きかけ、現実ではないが実質的に現実のように感じられる環境を人工的に作り出す

技術のこと。 
47 「Augmented Reality」の略で、拡張現実と訳される。実際の画像や映像とCGの映像を合成することで、現実感のある仮想空間を作り

出す技術のこと。 
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２ つなげる 力をつなげ、結集して、持続可能で魅力あふれる地域を創る 
 
（１） 県民、ＮＰＯ、企業、市町村等との協働により持続可能な地域が実現   

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・地域づくりを自発的に行う意識や環境が定着し、県民一人ひとりやＮＰＯ、住民団体が積極的に
地域活動に関与するとともに、ボランティア活動への参加がさらに広がっている。 

 
・県民やＮＰＯ等からの政策提案や協定等に基づき、行政と県民、ＮＰＯ等が協働して施策を実施
している。 

 
・ＳＤＧｓの理念が県民に広く浸透し、県民の参加と協働による環境保全・社会的課題解決・経済
活動の好循環などの持続可能な仕組みが確立されている。 

 
・企業が県民、行政、ＮＰＯ等と連携して、公益活動・社会貢献活動、ＥＳＧ経営48を展開し、持
続可能な地域づくりに貢献している。 

 

（２） 移住定住や関係人口が増加   

 

 

 

・都市部から理想の子育てやライフスタイルを実現する場としてＩＪＵターンが増加している。 
 
・先輩移住者や地域団体、行政が連携し、新たな移住者の暮らしをサポートする環境が広がり、
移住者が暮らしやすい地域になっている。 

 
・管理されていない空き家や農地の所有者と、利活用を希望する移住者とのマッチングにより、
中山間地域への移住が増加している。 

 
・本県出身の多くの若者が、大学等の卒業後に、県内企業への就職のほか、自ら起業・創業する

など本県で希望する仕事に就き定住している。 
 
・豊かな自然や地域の特色を活かした関係人口受入の取組が各地域で展開され、都市部の人材の
副業・兼業、二地域居住やワーケーションが広まり、多様な関係人口の関わりによる地域活性
化につながっている。 

                         
48 環境（Environment）、社会（Social）、企業統治（Governance）の各々の観点を持ったうえで配慮が必要だという考え方にもとづく企

業経営。ＥＳＧ経営を評価して行われる投資をＥＳＧ投資という。 

 

 

関連する主なＳＤＧｓ 
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（３） 住民が安全・安心に暮らし続けられる中山間地域が形成   

 関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 

・住民による共助（支え愛49）や地域の事業者など多様な主体の関わりにより、地域コミュニティ
が維持され、誰もが安心して暮らせる持続可能な仕組みが整えられている。 

 
・ＡＩ・ＩｏＴ等を使った買物支援や見守りなど、中山間地域での日常生活の快適性がさらに向上
している。 

 
・ＭａａＳや自動運転自動車、交通事業者と地域住民の共助交通50の役割分担などにより、車を運
転できない高齢者等であっても、車に頼らずに暮らせる快適な移動サービスが確保できている。 

 
・管理されていない空き家や農地等に係る所有者の意向を把握するとともに、適切に措置される取
組が進み、農地の荒廃や家屋の倒壊が防止されている。 

 
・廃校等を利用し、地元の生産物や歴史、景観などの地域資源を活用したスモールビジネス51が創
出されている。 

 
・中山間地域の歴史と風土の中で育まれた伝統行事、伝統文化等が、地域の誇りとして維持・継承
されている。 

                         
49 本県では、共に支え合い生きる『”支え愛”のまちづくり』を推進している。「あいサポート運動」「とっとり子育て応援パスポート」

「とっとり子育て隊」「認知症サポーター」「ハートフル駐車場利用証制度」などの支え合いに関する事業について、従来個別に行ってき

た普及啓発に加え、幅広い層の県民が集まり楽しめる総合的な普及啓発イベント等を実施し、県民の「支え合い」の心の醸成を図り、”

支え愛”のまちづくりに向けた普及啓発を行っている。 
50 住民同士の助け愛による運送のことで、自家用有償旅客運送（※）の登録により有償で運送するものと、道路運送法における許可又は

登録を要しない無償による運送がある。※過疎地域での輸送や福祉輸送といった、地域住民の生活維持に必要な輸送について、それらが

バス・タクシー事業によって提供されない場合に、その代替手段として、国土交通大臣又は事務・権限の移譲を受けた地方公共団体の長

から登録を受けた市町村やＮＰＯ等が自家用車を使用して有償で運送できることとする制度のこと。 
51 少ない人手で、少ない資本でありながら、高品質のサービスを提供するビジネスのこと。 
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（４） 魅力があふれ人が集い、にぎわいのある中心市街地が形成   

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・歩いて心地よい、環境や人に配慮した緑あふれる中心市街地が形成され、地域内外の多様な人々
が行き交い、集う場となっている。 

 
・空きビルや空き店舗等が魅力的なリノベーション52により新たな利用価値が創出され、中心市街
地の賑わいの核として利活用が進んでいる。 

 
・医療・福祉・商業などの機能の配置・アクセスの最適化が進み、生活の利便性が向上している。 
 
・公共交通が充実しシェアサイクル53やカーシェア54等の普及とともに、快適な移動サービスが確保
できている。 

 
・近隣住民による共助（支え愛）等により、高齢者等の見守りの取組など、安心して暮らせる仕組
みが整えられている。 

 

（５） 国内外との交通ネットワークや物流拠点が充実  

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・山陰自動車道の県内区間が全線開通するとともに、山陰近畿自動車道（岩美道路）が開通し、交
流が一層活発になり、経済圏域が拡大している。 

 
・鉄道の整備、空港の機能向上、国際定期便やチャーター便の増加等により、国内外につながる陸・
海・空のネットワークが強化されている。 

 
・境港は、新たな岸壁が整備されるなど、船舶の大型化や取扱貨物量の増大を踏まえた機能強化が
図られている。鳥取港は、メイン航路の変更により、航路埋塞等の課題が解決され機能強化が図
られている。両港の機能強化に伴い港湾を活用した産業振興が進んでいる。 

                         
52 中古住宅に対して、機能・価値の再生のための改修、その家での暮らし全体に対処した、包括的な改修を行うこと。 
53 自転車を共同利用する交通システムで、特にコミュニティサイクルは多数の自転車を都市内の各所に配置し、利用者はどこの拠点(ポ

ート)からでも借り出して、好きなポートで返却ができる新たな都市交通手段。現在、欧米を中心に世界中の500 都市以上で本格運営さ

れている。一方、日本ではまだ都市(地区)平均 100台、20ポート程度での実施が多く、実験的な段階である。 
54 複数の人が自動車を共同で保有して、交互に利用すること。個人で所有するマイカーに対し、自動車の新しい所有・使用形態を提唱。

走行距離や利用時間に応じて課金されるため、適正な自動車利用を促し、公共交通など自動車以外の移動手段の活用を促すとされる。自

動車への過度の依存が生んだ環境負荷の軽減や、交通渋滞の緩和、駐車場問題の解決、公共交通の活性化などが期待される。 
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（６） 超高速情報通信網が充実し、ＩＣＴの高度活用により産業や生活の質が向上 

関連する主なＳＤＧｓ    

 

 

 

 

・光ファイバ網や第５世代移動通信システム（５Ｇ）などの超高速情報通信網の整備によりＩＣＴ  
の高度な活用のための基盤が県内全域で構築されている。 

 
・行政手続きのオンライン化や、オンライン会議・授業や在宅ワークが普遍化するとともに、自動
車の自動運転やドローンによる物流、作業が行われるなど、社会全体でデジタル化や技術革新が
進み、産業や生活の質が向上している。 

 

 

 

３ 守る 豊かな恵み・生活を守り、次代につなぐ 

（１） 新型コロナウイルスなどの新たな感染症に対応する体制が確立 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・新たな感染症の拡大を可能な限り抑制し、県民の生命及び健康を保護するとともに、県民生活及
び県民経済に及ぼす影響が最小となるような医療・保健体制が構築されている。 

 
・鳥インフルエンザや口蹄疫、豚熱等の家畜伝染病の発生・拡大を防止する危機管理体制が構築さ
れている。 

 
・感染症の発生期には、県民や県内企業が一人ひとりの人権を守りながら、感染症の拡大防止と経
済活動の両立が速やかに図られている。 
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（２） 循環型社会・低炭素社会が確立 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・４Ｒ＋Ｒｅｎｅｗａｂｌｅ55が定着し、つくる側(生産者)・つかう側(消費者)がそれぞれ責任を
持つことで、海洋プラスチックごみを含むプラスチックごみ･食品ロス等廃棄物の発生が抑制され、
資源の循環が図られている。 

 
・２０５０年二酸化炭素排出実質ゼロに向けて、太陽光発電などの「創エネ」や蓄電池等を活用し
た「蓄エネ」、節電やエネルギーの効率化等による「省エネ」の相乗効果により低炭素社会化が進
んでいる。 

 
・家庭、企業など地域が主体的に再生可能エネルギーを自らの活動に活用するなど再生可能エネル
ギーが地域にとって身近な存在となっている。 

 
・地域のエネルギーとして再生可能エネルギー由来の水素の活用が進んでいる。 
 
・カーボン・オフセット56等を活用した間伐等により森林が健全化することで、地球温暖化防止な
どの機能が発揮されている。 

 
・防災施設の整備や機能強化、農林水産業における技術の確立・普及、新たなビジネス機会の創出
等による産業活性化など、気候変動に関する社会的・経済的な損失を最小限に抑えながら、地域
における持続可能な発展が図られている。 

 
・ＳＤＧｓの理念が県民に広く浸透し、県民の参加と協働による環境保全・社会的課題解決・経済
活動の好循環などの持続可能な仕組みが確立されている。（再掲） 

 

                         
55 リフューズ（不要なものを断る）、リデュース（排出抑制）、リユース（再利用）、リサイクル（再生利用）、リニューアブル（再生可能

資源への代替）を指す。 
56 日常生活や経済活動で自らが排出する温室効果ガスのうち、どうしても削減できない排出量の全部または一部を他の場所での排出削

減・吸収量で埋め合わせ（オフセット）すること。 
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（３） 人と自然が共生し、美しく豊かな自然が継承 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・生物多様性の重要性が広く認識され、県民と協働した野生動植物の保護活動や外来種の駆除、工
事等での生物多様性への配慮がより促進されるなど、豊かな自然と希少動植物等が保全されてい
る。 

 
・三大湖沼（湖山池、東郷池、中海）や河川等の良好な水質が保たれ、地下水の保全と利用が確立
されている。 

 
・光害が抑制され、全国随一の美しい星空環境が創造されている。 
 
・「とっとり共生の森」など企業と連携した森林づくりが定着しているとともに、地域の子どもたちの
活動も取り入れた形に発展している。 

 
・自然公園や山陰海岸ジオパークにおける自然観察や登山、シーカヤックをはじめとするアクティ
ビティ（自然体験活動）など、豊かな自然を満喫できるエコツーリズム57の拠点となっている。 

                         
57 地域ぐるみで自然環境や歴史文化など地域固有の魅力を観光客に伝えることにより、その価値や大切さが理解され、保全につながって

いくことを目指していく仕組み。 

 



27 

 

 

（４） 先端技術を活用した医療、地域支援、健康づくりの実践で健康寿命が延伸   

 

 

 

 

・医療人材の確保や救急医療体制の構築により、地域の医療体制が整い、県民が安心して地域で暮
らしている。 

 
・県民一人ひとりの健康づくりと先端技術を活用した健康管理、地域による支援により健康寿命が
全国トップレベルに延伸している。 

 
・医療・ヘルスケア分野での技術革新が進み、地域の医療体制の整備や安全・安心かつスムーズな
医療・福祉サービスが提供されている。 

 
・健康情報のセルフレコーディング58の活用などによる疾病予防が進んでいるほか、遠隔医療が広
く普及している。 

 
・家庭においてもＩＣＴが普及し、一人暮らしや、外出困難者であっても必要な医療サービスを享
受できている。 

 
・一人ひとりの健康意識が一層高まり、生活習慣病対策、フレイル予防、介護予防・認知症予防の
取組が地域ぐるみで実践されている。 

 
・がんによる死亡率が減少するとともに、がんと診断されても心豊かに自分らしく生きることがで
きる環境が整っている。 

                         
58体重や血圧、食事などの記録をスマートフォンなどを使って自分で記録し、健康面における自己課題を導き出して必要に応じて運動や

食生活を見直していく方法。 

 

関連する主なＳＤＧｓ 
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（５） 地域ぐるみの活動でくらしの安全が確保 

 

 

 

・地域のネットワークを活かし、中高年を含めたひきこもりが未然に防止されるとともに、相談体
制の充実や先端技術を活用した社会参画の仕組みが実現している。 

 
・県民と行政が連携、協力した地域の安全確保により、犯罪被害が防止されている。 
 
・通学路の安全対策や歩道のバリアフリー化などが進み、安全・安心な歩行空間が確保されている。 
 
・自動運転技術の普及などにより交通事故が減少している。 
 
・消費生活相談環境が充実するとともに、高齢者や障がい者等の消費者トラブルを防止するための
地域見守りネットワークが構築され、消費者被害が減少している。 

 
・ＨＡＣＣＰ（ハサップ）59などの食品の衛生管理が一層向上し、誰もが安心して食を楽しんでい
る。 

 
 

（６） 災害に強い県土の形成が進み、防災・危機管理対策が向上 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 
・道路・河川・砂防・治山・港湾等のインフラ整備と耐震化が進展し、災害に負けない強靭な県土
が形成されている。 

 
・ＡＩや、ＩｏＴなどの新技術を活用して、計画的なインフラ維持管理が実現している。 
 
・リアルタイムの情報発信などにより避難の判断・指示が適時に行われ、水害や土砂災害からの逃
げ遅れによる死者がゼロになっている。 

 
・年齢や性別、要支援者等にも配慮された避難所環境の整備が進んでいる。 
 
・地域の様々な立場の人が企業・支援組織・ＮＰＯ・住民組織等と平時から協働・連携して暮らし、

災害時に誰一人取り残されることなく避難ができている。 

                         
59 Hazard Analysis and Critical Control Point のそれぞれの頭文字をとった略称で「危害要因分析重要管理点」と訳される。各原料

の受入から製造、製品の出荷までのすべての工程において、食中毒などの健康被害を引き起こす可能性のある危害要因（ハザード）を科

学的根拠に基づき管理する方法。 

 

 

関連する主なＳＤＧｓ 
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４ 楽しむ いきいきと楽しみながら充実した生活を送る 
 

（１） 豊かな自然、食、文化、歴史、芸術を知り楽しむことができる鳥取 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・本県の豊かな自然、食、郷土芸能や伝統行事、民工芸などの地域文化が大切に守られ受け継がれ、
県民誰もが楽しむ機会が充実している。 

 
・青谷上寺地遺跡公園（仮称）がオープンし、むきばんだ史跡公園とともに弥生時代の重要な文化
財を知る学習拠点として利活用されるとともに、観光資源として活用されている。 

 
・県立美術館等での体験、学習や、鳥取県を拠点に活動するアーティストとの交流等を通じて、幼
少期から豊かな創造性が育まれ、誰もが文化・芸術に親しんでいる。 

 
・ＩＣＴを活用した多様な形で、県民誰もが文化・芸術に係る活動や体験、鑑賞ができるようにな
っている。 

 

 

（２） ワーク・ライフ・バランスが充実し、活力ある生活が実現 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 

・仕事と家庭の両立を応援する職場環境が推進され、子育てや介護をしている人をはじめ、誰もが
ライフステージにあわせて働くことができ、一人ひとりのワーク・ライフ・バランスが充実して
いる。 

 
・地域活動やスポーツ、趣味を楽しむなど、誰もが自由な時間を持つことができている。 
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（３） いつでもどこでも誰でもスポーツを楽しめる環境が実現  

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・全国大会・世界大会やキャンプ・合宿が県内で数多く開催され、スポーツに親しむ機会が増えて
いる。 

 
・多くの県民が世代を超えてスポーツの楽しさを理解し、実際に身体を動かすことで健康づくりに
つながっている。 

 
・年齢や体力、関心や目的に応じて、いつでも、どこでも安全にスポーツ活動を楽しむことができ
る環境が実現している。 

 
・アスリートを育成する環境が充実し、日本や世界のトップを目指す子どもたちが出てきている。 
 
・５ＧやＡＲ・ＶＲなど先端技術を活用したeスポーツ60の大会が開催され、地域の活性化に繋が
っている。 

 

 

（４） 誰もが学び、主体的にキャリアアップを図る機会が充実 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 
・子どもだけでなく、大人もＩＣＴを学習する機会が充実するなど、誰もが生涯にわたって学び直
しができることで、生活の充実や地域の活性化につながっている。 

 
・大学と連携したリカレント教育61が充実し、主体的にキャリアアップを図る人が増えている。 
 
・図書館、美術館、博物館等の社会教育施設を活用して、県民が学びの活動を続け、学んだことを
活かせるボランティア活動や学校での子どもたちと交流するなど、地域で活躍できる機会が充実
している。 

 

                         
60 広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉であり、コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦を

スポーツ競技として捉える際の名称。 
61 リカレント(recurrent)は繰り返しや循環を意味し、リカレント教育とは社会人になった後でも、生涯に渡って学びを繰り返すことを

指す。1970年代に経済協力開発機構(OECD)が提唱した生涯教育のかたちの一つ。 
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５ 支え合う お互いを認め、尊重して、支え合う 

 

（１） 多様性を互いに認め、支え合う共生社会   

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・性別、年齢、国籍、障がいの有無、そのほか身体的、社会的状況や文化、習慣の違いに関わらず、
互いに認めあい、支え合う社会づくりが進み、誰もが安心して自分らしく生活している。 

 
・障がいのある方や外国人の方などが、会話手段や言語に関わらずストレスなく意思疎通を図るこ
とができている。 

 
・ユニバーサルデザインが広く普及し、誰もが暮らしやすい環境が整っている。 
 

 

（２） 家庭・地域・職場で心豊かに暮らせる男女共同参画社会62 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 

・仕事と家庭の両立を応援する職場環境が推進され、子育てや介護をしている人をはじめ、誰もが
ライフステージにあわせて働くことができ、一人ひとりのワーク・ライフ・バランスが充実して
いる。（再掲） 

 
・社会のあらゆる分野で、性別にとらわれることなく、一人ひとりが個人の能力を発揮し、活躍す
る機会が確保されている。 

 
・様々な産業（農林水産、建設、情報通信等）への女性の参画が進み、また企業などでの女性管理
職が増加するなど、女性の活躍が広がっている。 

 
・家事・育児・介護について男性の参画が当たり前となり、家庭や地域での役割を分担し互いに支
え合っている。 

                         
62 「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女

が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会」（男女共同参画社会基本

法第2条） 

本県は「誰もが、家庭・地域・職場のあらゆるところで、性別にとらわれることなく、性の多様性を前提として、一人ひとりの人

権が大切にされ、「人」として個性と能力が十分に発揮でき、自分にできることは自分で責任を持って取り組み、できないところは、

家庭や地域や社会の制度で支え合って心豊かに、生き生きと伸び伸びと暮らせる社会」を目指している。 
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（３） 障がい者・高齢者がいきいきと暮らす地域社会 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・障がいのある方がその特性に応じて能力を発揮できるよう、福祉的就労、一般就労ともに様々
な形の就労環境が整い、自らの意思に基づきいきいきと働くことができている。 

 
・障がいのある方が質の高い福祉サービスを利用しながら、住み慣れた地域の中で安心して、そ
の能力と適性に応じて自立した日常生活や社会生活を営んでいる。 

 
・高齢者が、フレイル予防、介護予防・認知症予防を実践し、様々な福祉サービスを利用しなが
ら、住み慣れた地域の中で元気に暮らしている。 

 

・施設等のバリアフリー化が進展し、障がいのある方や高齢者が利用しやすい環境が整っている。 
 

 

 

（４） ＤＶ、性暴力や児童虐待などの被害者や、支援の必要な方が生活しやすい環境が整備 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・鳥取ならではの絆社会を活かし、地域の見守りなどによりＤＶ、性暴力や児童虐待が未然に防
止されている。 

 
・ＤＶや性暴力、児童虐待のなどの被害者、ひとり親家庭や生活困窮者などが相談できる体制や
支援が充実し、安心して生活できる環境が整っている。 
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６ 育む 次代に向けて、躍動する「ひと」を育む 
 

（１） 地域や職場との連携などにより、安心して子育てできる環境が進展 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

 

・地域での支援により出会いの機会の充実や、自らが希望する結婚ができる環境が整っている。 
 

・妊娠や出産について、正しい知識の普及が進み、自らが希望するライフプランを実現できる環境

が整っている。 
 
・家庭・職場・地域の連携により、男性も女性も働きながら子育てできる環境が整っている。 
 
・子育てに係る経済的な負担の軽減やひとり親家庭や多子世帯への支援の充実等により、誰もが安
心して子育てできる社会が実現している。 

 
・放課後児童クラブの充実や年度中途の保育所等の待機児童が解消されるなど、子育て支援サービ
スがさらに充実している。 

 
・保育施設等の利用児童数の見込みに応じた保育・幼児教育を行う人材が確保できている。 
 
・保育・幼児教育の質が向上し、友達との集団生活や遊びを通じて健康な体づくりや豊かな人間性
が育まれている。 

 
・学校・地域と連携した保護者への学習機会の提供、家庭教育支援が充実している。 
 
・生活困窮世帯やひとり親家庭の子どもたちを含め、希望する子どもが夜間や休日に地域の大人や
友達と食事や学習ができる子どもの居場所が整っている。 
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（２）地域でチャレンジする者が増加 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

  

・産官学連携によるリカレント教育プログラムや起業家養成プログラムが充実し、様々な年齢やキャリ
アを持った人材が活躍している。 

 
・大学や職業能力総合大学校63・ポリテクセンター鳥取64等との連携・支援のもとに、成長分野に
ついて必要な知識や技能を身に付けた県内企業の人材が育成されている。 

 
・地域を題材とした体験活動や地域課題解決に向けた探究的な学習の充実により、社会を力強く
生き抜く力が育成され、地域が求める人材が育成されている。 

 
・地域の特色を活かした魅力的な高等学校・高等教育機関づくりにより、県内外から多くの学生
が集まっている。 

 
・本県出身の学生がＩＣＴを使って県内企業の情報を知り、県内で就職する者が増えている。 

 

 

（３）子どもたちの地域への愛着と誇りが醸成 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・子どもたちが鳥取県の豊かな自然や文化、地域で活躍している人や先人の生き方等を通して鳥取
県に愛着と誇りを持ち、ふるさと鳥取をさらに継承・発展させようとする意欲や態度が育成され
ている。 

 
・ふるさとキャリア教育により、子どもたちの自立や自分らしい生き方が実現するとともに、将来
にわたり様々な場面で鳥取を支えていくことができる人材が育っている。 

 
・地域、企業・団体、行政など全県で若者のＵターンや地元定着に取り組んでいる。 
 

 

                         
63 日本における職業訓練の中核機関。3つの基幹業務（1.職業訓練指導員の養成、2.職業訓練指導員の研修（再訓練）、3.職業能力の開

発・向上に関する調査・研究）を行うことなどを目的として国が設置。独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が運営。 
64 求職者の再就職を支援するための職業訓練、中小企業等で働く方々を対象とした職業訓練や人材育成等の支援を行う施設。訓練カリキ

ュラムは地域ニーズに即した内容で、就職に向けて総合力をアップすることができる。独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が

運営。 
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（４）社会の変化に対応できる力を身につけた人材を育成 

関連する主なＳＤＧｓ 

 

 

 

・「主体的・対話的で深い学び」を推進することにより、子どもたちの学ぶ意欲が高まり、学力が定
着するとともに、思考力、判断力、表現力等が養われ、他者と協働して課題解決することができ
る力が育成されている。 

 
・学校へのＩＣＴ普及（ＧＩＧＡスクール構想65）やオンライン学習の充実など、ＡＩ等の技術革
新に対応したＩＣＴ活用教育の実践などにより、変化の激しい社会を生き抜く力を身に付けた子
どもたちが育っている。 

 
・キャリア教育やグローバル人材の育成等により、社会に貢献する資質・能力を身に付け、世界で
活躍できる若者たちが育っている。 

 
・ＥＳＤ教育66が推進され、若者たちが持続可能な発展を目指して様々な領域で地域社会に貢献し
ている。 

 
・特別な支援を必要とする子どもたちが、就学前から就労に至るまでの切れ目のない一人ひとりの
教育ニーズに応じた適切な指導と支援を受け、能力と可能性を最大限に伸ばすことができている。 

                         
65 GIGAとは「Global and Innovation Gateway for All」の略。１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備するこ

とで、特別な支援を必要とする子どもを含め、多様な子どものたちを誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化され、資質・能力が一

層確実に育成できる教育環境を実現する。 
66 「Education for Sustainable Development」の略で「持続可能な開発のための教育」の意味。 

 



36 

 

参考資料 鳥取県令和新時代創生戦略 重要業績評価指標（ＫＰＩ）一覧 
※戦略の計画期間は 2024（令和６年）度までのため、計画期間終了後に指標の見直しを行います。 

※各指標を第４章の各項目順に関連付けて並べ替えています。 

 

 
項  目  名 策定時 目標 

１
．
ひ
ら
く 

(1) 

地域課題解決型創業の輩出件数 
2 件 

（H30 年度） 
50 件 

（R2～R6 年度）

国際取引を行う企業の割合 
27.2%                                                                                                                    

（H30 年度） 
40%

（R6 年度）

産業成長事業（大規模投資案件）の認定数 ― 
100 件 

（R2～R6 年度）

(2) 

製造品出荷額等 
8,040 億円 
（H29 年） 

9,000 億円 
（R4 年）

産業成長事業（小規模事業者挑戦ステージ、生産性向
上挑戦ステージ、成長・挑戦ステージ）の認定数 

― 
850 件 

（R2～R6 年度）

プロフェッショナル人材戦略拠点マッチング件数 
10 人 

（H30 年度） 
75 人 

（R2～R4 年度）

成長分野（観光人材やものづくり・ＩＣＴ技術者）人
材育成による修了者数 

30 人 
（H30 年度） 

175 人 
（R2～R6 年度）

事業承継の診断件数 
479 件 

（H30 年度） 
2,400 件 

（R2～R5 年度）

(3) 

県立ハローワークにおける就職決定者数 
2,478 人 

（H30 年度） 
3,000 人 

（R6 年度）

副業・兼業による人材活用を行う企業数 
10 社 

  （R1 年度） 

30 社 
（R2～R4 年度） 

県立ハローワークにおける６５歳以上の就職決定者数 
189 人 

（H30 年度） 
240 人 

（R6 年度）

(4) 

農業産出額 
743 億円 

（H30 年） 
900 億円 
（R4 年） 

和牛繁殖雌牛頭数 
3,754 頭 

（H30 年度） 
5,000 頭 

（R6 年度） 

「星空舞」栽培面積 
5ha 

（H30 年） 
3,000ha 
（R5 年）

「新甘泉」作付面積 
118ha 

（H30 年度） 
150ha 

（R5 年度）

6 次産業化及び農商工連携事業の取組累計数 
287 件 

（H30 年度） 
355 件 

（R6 年度）

木材素材生産量 
30.5 万㎥ 

（H30 年度） 
４0 万㎥ 

（R５年度） 

漁業所得 
59 億円 

（H30 年度） 
63 億円 

（R6 年度）

養殖による水揚量 
1,713.21t 

（H30 年度） 
4,193.2t 

（R6 年度）

新規就農者数 
728 人 

（H26～H30 年度） 
1,000 人 

（R2～R6 年度）

スーパー農林水産業士1の認定者数 
21 人                                                                                                                 

（H29～R１年度） 
40 人 

（R2～R6 年度）

林業新規就業者数 
240 人 

（H26～H30 年度） 
250 人 

（R2～R6 年度） 

水産業新規就業者数 
延 118 人 

（H27～R1 年度） 

毎年 20 人 
延 100 人 

（R2～R6 年度）

農林水産物及び加工品の年間輸出額 
13.0 億円 

（H30 年） 
17.7 億円 
（R6 年）

(5) 

観光入込客数（年間） 
965 万人 

（H30 年） 
1,000 万人 

（R6 年） 

１人当たり観光消費額（県外・宿泊） 
28,516 円 

（H30 年） 
30,000 円 
（R6 年） 

ジオパークエリアにおけるアクティビティ（自然体験
活動）年間参加者数（人） 

5,610 人 
（H30 年度） 

7,000 人 
（R6 年度） 
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項  目  名 策定時 目標 

１
．
ひ
ら
く 

(5) 

外国人観光客宿泊者数 
194,730 人 
（H30 年） 

270,000 人 
（R6 年） 

鳥取砂丘コナン空港搭乗者数 
411,804 人 

（H30 年度） 
440,000 人 
（R6 年度） 

米子鬼太郎空港搭乗者数 
693,413 人 

（H30 年度） 
740,000 人 
（R6 年度） 

２
．
つ
な
げ
る 

(1) 
SDGｓパートナー2参画件数 ― 

300 件 
（R6 年度） 

令和新時代創造県民運動3実践団体登録数 
431 団体 

（H30 年度） 
540 団体 

（R6 年度） 

(2) 

ＩＪＵターンの受入者数 
8,258 人 

（H27～H30 年度） 
12,500 人 

（R2～R6 年度） 

県外大学進学者の県内就職率（県出身者が多い大学） 
30.3％ 

（H30 年度） 
40.0% 

（R6 年度） 

県内大学等卒業者の県内就職率 
35.1％ 

（H30 年度） 
44.3% 

（R6 年度）

大学生の県内企業インターンシップ参加者数 
426 人 

（H30 年度） 
500 人 

（R6 年度）

県外学生の県内企業へのインターンシップ参加者数 
163 人 

（H30 年度） 
200 人 

（R6 年度）

都市圏等在住者を受け入れて地域の活性化に取り組む
地域・団体数 

10 団体 

  （R1 年度） 

30 団体 

（R6 年度） 

(3) 

暮らしを守るための仕組み（小さな拠点）づくりに取
り組む地区数 

24 地区 
（H30 年度） 

45 地区 
（R6 年度） 

ふれあい共生ホーム4設置数 
71 箇所 

（H30 年度） 
95 箇所 

（R6 年度） 

新たな地域交通体系構築に向けた取組件数 ― 
19 件 

（R2～R6 年度） 

とっとり共生の里5地区数 
17 地区 

（H30 年度） 
20 地区 

（R6 年度）

(4) 空き家・空き店舗利活用のための年間マッチング件数 
164 件 

（H30 年度） 
200 件 

（R6 年度） 

(5) 

鳥取砂丘コナン空港一般来場者数（搭乗者数は除く） 
379,021 人 

（H30 年度） 
437,000 人 
（R6 年度） 

全体取扱貨物量（境港） 
3,683,845t 

（H30 年度） 
3,726,000t 
（R6 年度） 

県内高速道路４車線化率（付加車線含む） 
10.6% 

（R1 年度） 
18.2％ 

（R6 年度） 

(6) 

超高速情報通信網（光ファイバー網）整備市町村数 
11 市町村 

（H30 年度） 
17 市町村 

（R6 年度） 

５Ｇ特定基地局の設置状況 － 
50 箇所 

（R6 年度） 

３
．
守
る 

(2) 

1 人 1 日あたりのごみ排出量（家庭部門） 
1050g/日・人 
（H29 年度） 

965g/日・人 
（R5 年度）

プラごみ削減取組企業等の登録件数 
13 件 

（R2.3.1 現在） 
70 件 

（R6 年度）

環境配慮経営に取り組む企業数 
123 社 

（H30 年度） 
180 社 

（R6 年度） 

県内森林 J-クレジット6販売量 
5,550t-Co2 
（H30 年度） 

9,150t-CO2 
（R6 年度）

(3) 

森林体験・里山整備活動の参加者数 
5,475 人 

（H30 年度） 
32,600 人 

（R2～R6 年度）

生活排水処理人口普及率 
94.1％ 

（H30 年度） 

96.8％ 

（R6 年度） 

(4) 
健康寿命（全国順位） 

男性 33 位、 
女性 40 位 

（H29 年） 

男女とも全国順位 
10 位以内 
（R5 年） 

とっとり方式認知症予防プログラム7の実施市町村数 
0 市町村 

（H30 年度） 
19 市町村 

（R6 年度） 

(5) 交通事故死傷者数 
1,049 人 

（H30 年） 
950 人以下 

（R6 年） 
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項  目  名 策定時 目標 

３
．
守
る 

(6) 

支え愛マップ8づくり取組自治会数 
552 地区 

（H30 年度） 
800 地区 

（R6 年度） 

防災士認証者数 
899 人 

（H30 年度） 
1,800 人 

（R6 年度） 

ため池改修箇所数 
47 箇所 

（H30 年度） 
77 箇所 

（R6 年度） 

流木対策短期対策箇所数（治山・砂防） 
0 箇所 

（H30 年度） 
13 箇所 

（R5 年度） 
未来技術を実装したプロジェクトによりインフラ維持
管理の効率化を図った県内市町村数 

― 
12 自治体 

（R2～R6 年度） 

４
．
楽
し
む 

(1) 
「過去１年間に文化芸術に関わる活動をしたことがあ
る」とする割合 

38.0% 
（H30 年度） 

45% 
（R5 年度） 

(2) 年次有給休暇取得率（県内中小企業） 
53.0% 

（R1 年度） 
70% 

（R6 年）

(3) 
大規模スポーツ大会及びキャンプ誘致件数 

5 件 
（H30 年度） 

35 件 
（R6 年度） 

障がい者スポーツ指導員数 
300 人 

（H30 年度） 
450 人 

（R6 年度） 

５
．
支
え
合
う 

(1) あいサポーター9数 
455,874 人 

（H30 年度） 
555,000 人 
（R6 年度） 

(2) 

県立ハローワークにおける女性の就職決定率 
63.7％ 

（H30 年度） 
70％ 

（R6 年度）

男女共同参画推進企業認定数 
754 社 

（H30 年度） 
1,100 社 

（R6 年度）

管理的地位に占める女性割合（従業員 10 人以上） 
21.9％ 

（H29 年度） 
25.0％ 

（R6 年度） 

女性管理職がいる事業所の割合 
57.5％ 

（H29 年度） 
70.0％ 

（R4 年度） 

(3) 

障がい者雇用率 
2.22% 

（H30 年度） 
2.3% 

（R6 年度） 

就労継続支援 B 型事業所の平均工賃 
19,511 円 

（H30 年度） 
33,000 円 

（R6 年度） 

福祉的就労から一般就労への移行者数 
78 人 

（H30 年度） 
138 人 

（R6 年度） 

６
．
育
む 

(1) 

えんトリー10での成婚組数 

86 組 
（会員同士42 組、男女
どちらかが会員44 組） 
（H27～H30 年度） 

120 組 
（会員同士60 組、男女
どちらかが会員60 組）

（R2～R6 年度） 

合計特殊出生率 
1.61 

（H30 年） 
1.73 

（R6 年）

産後ケアに取り組む市町村数 
17 市町村 

（H30 年度） 
19 市町村 

（R6 年度）

年度中途の保育所等の待機児童数 
85 人 

（R1.10.1） 
ゼロ 

（R6.10.1）

放課後児童クラブ待機児童数 
69 人 

（R1 年度） 
ゼロ 

（R3 年度）

市町村子ども家庭総合支援拠点の設置市町村数 
11 市町 

（R1 年度） 
19 市町村 

（R4 年度）

自然保育に取り組む施設数 
29 園 

（H30 年度） 
48 園 

（R6 年度）

(2) 県外中学校から鳥取県立高校に進学した生徒の人数 
45 人 

（R1 年度） 
95 人 

（R6 年度） 

(3) 

15～24 歳の転出超過数 
1,286 人 

（H30 年） 
600 人 

（R6 年） 
ふるさと鳥取アプリ11に登録をした高等学校卒業生の
割合 

― 
100% 

（Ｒ６年度） 
「将来は今住んでいる地域や鳥取県で働きたい」高校
生の割合 

49.0% 
（H30 年度） 

60% 
（R6 年度） 

(4) 

英検準 2 級程度以上の英語力を有する高校 3 年生の
割合 

33.3% 
（H30 年度） 

55% 
（R6 年度） 

コミュニティ・スクール12の導入校数（全ての公立学
校） 

99 校 
（R1 年度） 

全ての公立学校 
（R6 年度） 
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＜用語の解説＞ 

 
1 スーパー農林水産業士：県内で農林水産業を学ぶ高校生を対象に、実践的な知識・技術の習得等により、一定の基準

を満たした生徒を「スーパー農林水産業士」として認定する、平成２９年度から開始した本県独自の技術認証制度で、

県内の農林水産業への就業・進学を支援することにより、将来の本県農林水産業を支える人材を育成。 

 
2 SDGｓパートナー：鳥取県内の SDGs に取り組む個人、企業又は団体をパートナーとして登録する制度。 

 
3 令和新時代創造県民運動：令和新時代に展開していく新たな住民参加型の県民運動。 

 
4 ふれあい共生ホーム：住み慣れた地域において、高齢者、障がい者及び児童等のみならず、地域住民の誰もが集い、

多様なサービスや活動で互いを支え合う場のこと。 

 
5 とっとり共生の里：とっとり共生の里は、中山間地域の農村と企業や市街地住民などの多様な外部サポーターが連携

して、農地や農業用水路などの保全活動を行いながら、営農支援、特産品開発を通じた６産業化などに取り組み、農

業・農村の活性化につなげていくことを目的とした活動を支援する事業。 

 
6 森林 J-クレジット：省エネルギー機器の導入や森林経営などの取組による、CO2 などの温室効果ガスの排出削減量

や吸収量を「クレジット」として国が認証する制度。 

 
7 とっとり方式認知症予防プログラム：認知症予防の取組を推進するため、日本財団、鳥取大学及び伯耆町と連携し、

2017 年に本県独自に開発。特徴は、「運動」「座学」「知的活動」を組み合わせた一連のサイクルを週 1 回継続して行

うことで、認知機能や身体機能の改善につながることが証明されている。 

 
8 支え愛マップ：災害時の避難先・避難経路、手助けや声かけが必要な方、必要な支援ができる方などを盛り込んだ地

図のこと。 

 
9 あいサポーター：あいサポーター（障がい者サポーター）」とは、「あいサポートバッジ」を身につけ、障がいの特性

や必要な配慮などを理解して、障がいのある方を手助けする方々のこと。特別な技術などを習得して支援するのではな

く、日常生活のなかで障がいのある方が困っているときなどに、ちょっとした手助けを行う意欲のある方なら、誰でも

なることができる。 

 
10 えんトリ―：鳥取県が開設した、1 対 1 の出会いをサポートする会員制のマッチングシステム。 

 
11 ふるさと鳥取アプリ：鳥取の旬な話題や暮らしに役立つ情報、就活情報等を配信するスマートフォンアプリ。 

 
12 コミュニティ・スクール：保護者、地域住民等が「学校運営協議会」を通じて「地域でどのような子供を育てるの

か」という目標やビジョンを共有し、学校、教育委員会と責任を分かち合いながら当事者として学校運営に参画する仕

組み。 

                                                 


